
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 M-SQUARE 2Ｆ 

 

 

税込・資料代含 

  

 
３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） ３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

1/23 開催（※）   171887-0303 

 

2018 年 1 月 23 日（火） 

13：00～17：00 

 企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

12/7 開催（※）   171702-0303 

 

12 月/1 月開催の内容は同一となります。ご都合のいい日程でご参加ください 

 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

2017 年 12 月 7 日（木） 

13：00～17：00 

昭和３４年８月生まれ。東京大学法学部卒。裁判官（名古屋地方裁判所）を経て昭和６３年４月弁護士（東京弁護士会所属）。平成２年中島

成法律事務所（現中島成総合法律事務所）設立。日本商工会議所・東京商工会議所「会社法制の見直しに関する検討準備会」委員、東

京商工会議所「経済法規・ＣＳＲ委員会」委員等を務める。主な業務は、企業法務、事業再生等。『図解でわかる会社法』『改正民法と不動

産賃貸業』（日本実業出版社）、『民事再生法の解説～企業再生手続～』『個人情報保護法の解説』（ネットスクール）など著書多数。 

開催にあたって 

１、民法（債権法）改正の経緯 
２、改正民法のポイントと企業の契約・実務に与える影響 
 （１）契約の発生原因（背景・動機・目的）を示す条項の重要性 
   ・改正民法の基本的な特色  ・契約重視の考え方が現れている改正民法の具体的条文 
   ・契約の背景・意図・動機を示す条項例 
 （２）保証  
   ・極度額の設定 
   ・会社等が保証する場合と極度額 
   ・事業のための債務の個人保証が取り消される場合が新設された 
   ・保証人の照会に対する情報提供義務 
   ・事業のための貸金債務の個人保証人と公正証書ルール 
   ・期限の利益喪失についての情報提供義務                         
   ・連帯保証人への履行の請求は主たる債務者の時効を中断しない 
 （３）約款 
   ・定型約款の定義、成立要件  ・定型約款の条項の変更  ・定型約款と通常の契約の区別 
 （４）売買 
   ・目的物が契約内容に不適合な場合 ～改正前の「瑕疵担保責任」～  ・危険負担  ・危険の移転 
 （５）賃貸借 
   ・敷金  ・賃貸人の地位の移転  ・原状回復義務  ・賃貸人の修繕義務の範囲、賃借人の修繕権                      
 （６）請負 
   ・割合報酬の請求  ・注文者の権利行使期間の制限 
 （７）委任 
   ・再委任できる場合  ・成果報酬型委任 
 （８）消費貸借 
   ・書面又は電磁的記録による消費貸借契約の成立  ・借主の返還時期等 
 （９）消滅時効 
   ・債権の消滅時効期間   ・生命身体侵害による損害賠償債権の消滅時効期間 
   ・協議による時効完成猶予制度の新設 
 （１０）解除 
   ・軽微な債務不履行と解除  ・無催告解除ができる場合 
   ・契約解除に債務者の帰責事由は不要  ・暴力団排除条項 
 （１１）法定利率 
   ・変動法定利率の採用  ・中間利息の控除 
 （１２）債権譲渡 
   ・譲渡禁止特約の効力   ・預貯金の特例 
   ・譲渡禁止特約と差し押え  ・将来債権の譲渡 
 （１３）詐害行為取消権 
   ・取り消される範囲の限定  ・転得者との関係 
 （１４）相殺 
   ・債権譲渡と相殺  ・差押えと相殺 
 （１５）錯誤 
３、改正民法施行前後の契約等と改正民法の適用関係（経過措置） 

 

※講師とご同業の方のお申込はお断りする場合がございます。 

 

改正民法が成立し、実に１２１年ぶりの改正が実施されます。それに伴い企業の法務担当者を中心に、各種取引契約、

約款、業務フロー等、改正に合わせて対応する必要があります。本セミナーでは、民法の改正について、内容を解説する

と共に、改正によって生じる企業の契約・実務への影響を平易に解説していきます。 

改正民法のポイントと企業の契約・実務に与える影響 
 

中島成総合法律事務所  弁護士 中島 成 氏 

mailto:tamiaki@bri.or.jp

